別添様式２

別添様式２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業）

	基本情報

	地方公共団体名
	


	事業計画名
	


	事業計画の期間
	





	１．　2030年までに目指す地域脱炭素の姿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（１）目指す地域脱炭素の姿
　
　
　
（２）改正温対法に基づく地方公共団体実行計画の策定又は改定
	改正温対法に基づく地方公共団体実行計画の策定又は改定状況等

	事務
事業編
	状況
	改定時期

	
	
	改正温対法に基づく改定済　　　　　　　　
	

	
	　　
	改定中　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	最新の事務事業編のリンク先（HPに公表していない場合は別紙参考資料として提出し、改正温対法に基づく改定済であることが分かる箇所（ページ数等）をご教示ください。）


	区域
施策編
	状況
	改定時期

	
	
	改正温対法に基づく策定・改定済
	

	
	
	策定・改定中
	

	
	最新の区域施策編のリンク先（HPに公表していない場合は別紙参考資料として提出し、改正温対法に基づく改定済であることが分かる箇所（ページ数等）をご教示ください。） 





【事務事業編】

計画期間： 
削減目標： 
取組概要： 

改定スケジュール：
　






	個別措置
	取組・目標

	太陽光発電設備を設置
	

	公共施設の省エネルギー対策の徹底
	

	電動車の導入
	

	LED照明の導入
	

	再エネ電力調達の推進
	



【区域施策編】

計画期間： 
削減目標： 

改定スケジュール： 

　
＜異なる目標水準の設定をしている部門について＞
　
　
　
＜各部門における削減取組について＞
	部門
	取組・目標

	
	

	
	

	
	

	
	



（３）地方公共団体実行計画における位置付け　





















	２．　重点対策加速化事業の取組　

	（１）事業の規模・内容・効率性　
　
	規模・内容・効率性

	①温室効果ガス排出量の削減目標
（トン-CO2削減/年）
	

	②再生可能エネルギー導入目標（kW）
	

	（内訳）
	

	　・太陽光発電設備
	

	　・風力発電設備
	

	・地熱発電設備
	

	　・中小水力発電設備
	

	　・バイオマス発電設備
	

	③事業費（千円）
（うち交付対象事業費）
	

	
	

	④交付限度額（千円）
（内訳）

	

	
	直接事業
	

	
	間接事業
	

	⑤交付金の費用効率性（千円／トン-CO2）（交付対象事業費を累積の温室効果ガス排出量の削減目標で除す）
	




＜申請事業＞　　
	ア　屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
	アイテムを選択してください。
	[bookmark: _Hlk159345519]年度
	事業概要
	事業量
	交付限度額
(千円)

	
	
	数量
	容量
	

	令和6年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和7年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和8年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和9年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和10年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	イ　地域共生・地域裨益型再エネの立地
	アイテムを選択してください。
	年度
	事業概要
	事業量
	交付限度額
(千円)

	
	
	数量
	容量
	

	令和6年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和7年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和8年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和9年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令和10年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	ウ　業務ビル等における徹底した省エネと改修時等のZEB
化誘導
	アイテムを選択してください。
	年度
	事業概要
	事業量（数量）
	交付限度額
(千円)

	令和6年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和7年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和8年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和9年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和10年度
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	

	
	
	
	


　　
	エ　住宅・建築物の省エネ性能等の向上
	アイテムを選択してください。
	年度
	事業概要
	事業量（数量）
	交付限度額
(千円)

	令和6年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和7年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和8年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和9年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和10年度
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	

	
	
	
	



	オ　ゼロカーボン・ドライブ
	アイテムを選択してください。
	年度
	事業概要
	事業量（数量）
	交付限度額
(千円)

	令和6年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和7年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和8年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和9年度
	
	
	

	
	
	
	

	令和10年度
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	

	
	
	
	





＜国の交付率等より低い交付率等で実施する場合、協調補助を実施する場合＞
	事業番号

	事業概要

	地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 実施要領 別紙２で計算された交付限度額（千円）
	地方公共団体から間接事業者への補助額

	
	
	
	交付限度額（千円）
	協調補助額（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	事業量（数量）

	
	
	
	



（２）事業実施における創意工夫




（３）地域課題の解決・地域特性の活用　
	地域課題

	地域課題の概要
	

	


	地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入

	　
　

	重点対策加速化事業の取組による地域課題解決について

	





（４）事業実施による波及効果（地域脱炭素の基盤づくり）

	波及効果（地域脱炭素の基盤づくり）

	波及効果①
	

	
	

	波及効果②
	

	
	

	波及効果③
	

	
	




（５）推進体制
　①地方公共団体内部の執行体制及び推進体制の構築
【推進体制】

【現在】

【採択後（予定）】

②地方公共団体外部との脱炭素に関する産学官金との連携組織・体制の構築
【連携体制】


	連携事業者名
	

	役割
	
 

	当該事業者のこれまでの取組
	




	[bookmark: _Hlk159349638]
当該役割に対する合意形成状況

	合意済
	
	調整中
	
	未実施
	

	合意形成状況に関する補足
	





	連携事業者名
	

	役割
	


	当該事業者のこれまでの取組
	




	
当該役割に対する合意形成状況

	合意済
	
	調整中
	
	未実施
	

	合意形成状況に関する補足
	









連携組織・体制図















	３．　その他

	（１）独自の取組



	
	令和５年度単独補助事業
	令和６年度単独補助事業
	備考

	取組概要
	



	
	

	予算額
	



	
	

	実績・予定件数
	



	
	




















（２）施策間連携
	【活用した/活用を想定している事業（交付金、補助金等）等】

	・タイトル
	


	・取組内容
	


	・関係府省庁の事業名 
	


	・事業概要
	


	・所管府省庁名
	


	・活用予定事業費
	




	【取組概要】







（３）財政力指数

	財政力指数

	令和４年度　　　市財政力指数
	




（４）地域特例

	地域特例

	沖縄県
	離島地域
	奄美諸島
	豪雪地域
	山村地域
	半島地域
	過疎地域

	
	
	
	
	
	
	



　対象事業： 






1

1

